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香川県健康福祉部感染症対策課

新型コロナウイルス感染症の令和６年４月以降
の医療提供体制及び公費支援等について
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１．新型コロナの医療提供体制の移行に関する基本的な考え方

○ 令和５年３月の政府決定時点では、病床確保料等の特例措置については、５類移行後におい
ても９月末までを目途として継続し、感染拡大への対応や医療提供体制の状況等の検証の結果
に基づき、必要な見直しを行うこととしていました。

○ １０月以降の見直しも踏まえた基本的な考え方は以下のとおりです。

【出典】令和６年３月５日厚生労働省公表資料
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２．外来医療体制

（１）外来医療体制の基本的な考え方
○ 外来医療体制について、発熱等患者が幅広い医療機関で受診できるようにするため、位置
づけ変更以後、外来診療にあたる医療機関での感染対策の見直しに係るお知らせや、設備整
備等への支援等を行ってきました。

○ 医療機関の皆様の御協力により、発熱等患者を診療する「外来対応医療機関」の数は、令
和６年３月11日現在、481医療機関となり、発熱等患者が幅広い医療機関で受診できる体制が
構築できたと考えています。

○ 令和６年４月以降は、広く一般的な医療機関において、新型コロナの診療に対応する通常
の医療提供体制となるため、外来対応医療機関の指定・公表の仕組みは、令和６年３月末を
もって終了することとなります。

外来対応医療機関数 481医療機関

うちかかりつけ患者以外も診
療する医療機関数 427医療機関

（R6.3.11時点）
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２．外来医療体制

（２）応招義務の考え方等について
○ 応招義務の考え方については、厚生労働省が作成しているリーフレットに記載されている
とおり、ポイントが２点あります。

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医師等の応招義務については、緊急対応が必要である
か否かなど、個々の事情を総合的に勘案する必要がある。

・ その上で、患者が発熱や上気道症状を有している又はコロナにり患している若しくはそ
の疑いがあるということのみを理由に、当該患者の診療を拒否することは、応招義務を定
めた医師法第19 条第１項における診療を拒否する「正当な事由」に該当しない。

○ 今後も医療機関においては、発熱等の症状を有する患者を受け入れるための適切な準備を
していただくとともに、それでもなお診療が困難な場合には、少なくとも診療可能な医療機
関への受診を適切に勧奨するようお願い申し上げます。
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２．外来医療体制

（３）診療報酬の取扱いについて（新型コロナの診療報酬上の特例の見直し）
○ ５類移行後、診療報酬上の特例措置について、順次点数の見直しがされてきましたが、
令和６年４月以降、これらの新型コロナ特例は終了することとなります。

「【参考】新型コロナウイルス感染症に関する10月以降の見直し等について（令和5年9月15日厚生労働省）」

これらの新型コロナ特例は令和６年４月以降終了
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２．外来医療体制

（３）診療報酬の取扱いについて（新型コロナの診療報酬上の特例の見直し）
○ 新型コロナ特例は終了し、恒常的な感染症対策へ見直しがなされ、令和６年度からの診療
報酬においては、新型コロナを含む感染症患者への診療も一定措置されることとなります。

【留意事項】
○ 外来感染対策向上加算は、所定の施設基準に適合しているものとして地方厚生支局長等に届

出を行った診療所において算定可能です。
○ 診療報酬及び外来感染対策向上加算の詳細については、四国厚生支局へお問い合わせをお願

いします。

「【参考】新型コロナウイルス感染症の令和６年４月以降の医療提供体制及び公費支援等について（令和６年３月５日厚生労働
省）」
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（参考）
診療報酬に関する疑義照会の方法（四国厚生支局）

①疑義照会送信フォーム ②質問票（郵送）

添付資料がある
場合はこちら

２種類あります。
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３．入院医療体制

⑴ 基本的考え方
○ 令和６年４月以降は、確保病床によらない形で入院患者を受入れる通常の医療提供体制へ

移行します。

⑵ 幅広い医療機関における入院患者の受入れの方向性

○ 軽症・中等症Ⅰ患者のほか、中等症Ⅱ・重症患者も含めて確保病床によらず、機能に応じて
各医療機関で受入れ態勢を確保する体制への移行を更に進める。

○ 令和６年４月以降は、病床確保を要請しないことを念頭に、全ての新型コロナ患者を確保
病床によらず幅広い医療機関で受入れる体制の構築を進める必要がある。

(3) 診療報酬の取扱いについて（新型コロナの診療報酬上の特例の見直し）
○ 新型コロナ特例は終了し、恒常的な感染症対策へ見直しがなされ、令和６年度からの診療
報酬においては、新型コロナを含む感染症患者への診療も一定措置されることとなります。

※令和６年3月31日以前より入院している患者についても、令和６年４月１日以降は、当該患者の入院日にかかわらず、
変更後の取扱いに基づいて算定することになります。
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４．患者の入院先の決定

○５類感染症の通常の医療提供体制として、引き続き、医療機関間での入院先決定を行う

○医療機関等情報支援システム（G-MIS）の日次調査・週次調査の協力依頼は終了する

５類移行前 令和５年10月～令和６年３月
（移行期間中） 令和６年４月以降

都道府県
保健所設置市

原則、医療機関間による入院
先決定 引き続き、医療機関間で入院先決定

■患者の入院先の決定について

■医療機関等情報支援システム（G-MIS）の今後の運用について
・日次調査及び週次調査は、新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の状況把握の
ため、 「入院中の新型コロナウイルス感染者患者数」や「外来ひっ迫状況」などを入力
いただいていましたが、令和６年４月以降は、通常の医療提供体制となることから、国
や県からの協力依頼は、３月末をもって終了します。
なお、令和６年４月以降も、感染拡大時等においては、G-MISを活用して情報を確認させ
ていただく可能性がございます。

・今後も、厚生労働省からのG-MISによる調査や報告等は実施される予定ですので、引き続

き、ご活用ください。
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５．高齢者施設等における対応

○ 新型コロナウイルス感染症にかかる高齢者施設等への支援については、本年３月末までで終
了します。

○ 今後も新型コロナウイルス感染症に限らず、高齢者施設等及び障害者施設等において感染症
が発生した場合には感染症対策を徹底しながら、介護サービスや障害福祉サービスを提供する
必要があります。
また、新型コロナウイルス感染症の経験も踏まえ、今後の新興感染症の発生に備えた感染症

対応能力の向上が必要です。
○ このため、令和６年度介護報酬改定及び令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、
高齢者施設等及び障害福祉施設等における恒常的な感染対策に係る取組みを措置してします。

•新興感染症の対応を行う医療機関と連携することを努力義務化。
•新興感染症の対応を行う医療機関と連携し、医療機関が行う院内感染対策に関する研修に参加する
ことの評価。
•新興感染症の対応を行う医療機関の医師又は看護師等による実地指導を受けることの評価。
•新興感染症等が発生した場合に施設内療養を行う高齢者施設等の評価。

介護報酬改定

•新興感染症の対応を行う医療機関と連携することを努力義務化。
•新興感染症の対応を行う医療機関と連携し、医療機関が行う院内感染対策に関する研修に参加する
ことの評価。
•新興感染症の対応を行う医師又は看護師等による実地指導を受けることの評価。
•新興感染症等が発生した場合に施設内療養を行う障害者支援施設等の評価。

障害福祉サービス
等報酬改定
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６．自宅療養について

○県が設置する健康相談コールセンターは、令和６年３月末で終了します。
なお、厚生労働省が設置している電話相談窓口は、４月以降も継続予定です。

◆新型コロナウイルスに係る厚生労働省電話相談（コールセンター）
０１２０－５６５－６５３（フリーダイアル）
受付時間 ９時～21時 （土日・祝日も実施）

（※受付時間等の変更がある場合は、香川県ホームページでお知らせします）

○新型コロナウイルス感染症の対応を通じて構築された連携体制や関係性については、
感染症に限らず、本年４月以降の通常の医療提供体制でも重要であるため、病院・診療所や
薬局、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）と連携し、必要時に相談・支援
が可能な療養体制の確認・強化をご検討ください。
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７．患者等に対する公費負担の取扱い
① 治療薬及び入院医療費にかかる公費支援

○ ５類移行後の特例措置（コロナ治療薬や入院医療費の自己負担分に係る公費負担）は、令和
６年３月末で終了します。

○ ４月以降は、他の疾病と同様に、医療保険における高額療養費制度が適用されることにより、
所得に応じて一定額以上の自己負担が生じない取扱いとなります。

公費負担者番号
28370807（コロナ治療薬）
28370708（入院医療費）
令和6年3月診療分で廃止

出典「新型コロナウイルス感染症に関する特例について」（令和6年3月5日厚生労働省公表資料）
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７．患者等に対する公費負担の取扱い
① 治療薬及び入院医療費にかかる公費支援（つづき）

○ 厚生労働省が、４月からのコロナ医療費に係る周知のリーフレットを作成していますので、
従事者や患者の皆様など多くの方に行き届きますよう院内での周知をお願いします。

【周知用リーフレット】
https://www.mhlw.go.jp/content/001219096.pdf
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７．患者等に対する公費負担の取扱い
① 治療薬及び入院医療費にかかる公費支援（つづき）

○コロナ治療薬については、令和６年３月５日にゾコーバが通常承認されたことから、同日以降、
同意書の取得が不要となりましたが、引き続き、製造販売業者が周知している資材を活用し、
妊娠している可能性について、妊娠の可能性のある女性に対して、入念に説明、確認を行って
いただきますようお願いします。
（参考）
「ゾコーバ錠125mgの医療従事者向資材、患者向け資材等」（独）医薬品医療機器総合機構
https://www.pmda.go.jp/PmdaSearch/iyakuDetail/GeneralList/6250052

ラゲブリオ：同意書の取得不要。引き続き、妊婦又は妊娠する可能性がある女性への投与が
禁忌であること等を踏まえ、患者又は家族への適切な情報提供に努める。

パキロビッド：同意書の取得不要。引き続き、併用禁忌や注意の薬剤を処方前に確認し、患
者への適正使用に努める。

○ラゲブリオ、パキロビッド、ゾコーバを取り扱う薬局を県ホームページで公表していますので、
参考にしてください。
「新型コロナウイルス感染症に対応する医療機関の皆様へ」（ページID：18657）
https://www.pref.kagawa.lg.jp/kansensyo/kansensyoujouhou/kansen/svyfli200802191153.html##tyuuwa

コロナ治療薬の補足

○国が希望する医療機関等に無償で配分した治療薬は、診療報酬請求も、患者への自己負担請求
も行わないこととされていますのでご注意ください（以前から変更なし）。

○ラゲブリオ、パキロビッド、ゾコーバ、ベクルリーの廃棄は、特段の手続は不要です。
廃棄前に厚生労働省のホームページで、薬剤使用期限が到来していることを確認したうえで
廃棄してください。
厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/covid-19tiryouyaku_vaccine.html

国無償譲渡分の治療薬の補足
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８．新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）の終了について

○ 新型コロナへの対応として緊急に必要となる感染拡大防止や医療提供体制等の整備等につい
て、都道府県の取組みを包括的に支援することを目的として、令和２年度から国から措置され
ていた交付金が、新型コロナに係る医療提供体制が４月以降、通常の医療提供体制に移行する
ことから、令和６年３月末で終了します。
※病床確保料、コロナ医療費の公費負担、設備整備補助などの各種施策をこの交付金で対応。

医療機関（病院、診療所、薬局等）の皆様にお願いしたいこと

コロナ医療費の公費負担に関連する診療報酬請求
については、令和６年度の可能な限り早い時期
（可能であれば上半期中）に審査支払機関を通じ
て、県に請求してくださいますようお願いします。
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御視聴いただきありがとうございました


